
令和元年度第１回碧南市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議 

 

日時 令和元年９月１７日（火） 

   午後３時から 

場所 市役所７階 議員大会議室 

 

１ あいさつ（市長） 

 

 

 

２ 委員紹介 

 

 

 

３ 碧南市人口ビジョン及び碧南市まち・ひと・しごと創生総合戦略の概要について 

 

 

 

４ 碧南市まち・ひと・しごと創生総合戦略の進捗状況の報告について 

 

 

 

５ 碧南市ふるさと起業家支援事業の状況報告について 

 

 

 

６ 次期碧南市まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定について 

 

 

 

７ 意見交換 

 

 

 

 

※次回開催日…令和２年３月１８日（水）予定、別途ご案内します。 



碧南市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議委員一覧

No 所属団体名 所属団体役職名 氏名 備考

1 碧南商工会議所 専務理事
石川　央

2 碧南市商店街連盟 会長
齋藤　孝司

3 あいち中央農業協同組合碧南地区 担当理事
三島　孝二

4 大浜漁業協同組合 代表理事組合長
平松　常一

5 中部地方整備局港湾空港部 港湾事業企画課長補
佐 玄間　忍

6 愛知県総務部市町村課地域振興室 主幹
下平　健治

7 碧南市 市長

8 四日市大学 学長
岩崎　恭典

9 日本政策金融公庫岡崎支店 支店長
硯見　仁

10 碧南高浜金融協会 会長
三矢　直樹

11 刈谷公共職業安定所碧南出張所 出張所長
森　英司

12 連合愛知三河西地域協議会 幹事
宮崎　哲也

13 株式会社キャッチネットワーク 代表取締役副社長
山田　達也

14 碧南市子ども子育て会議 会長
中根　潮美

15 碧南市女性団体連絡協議会 会長
永坂　幸子

16 碧南市立小中学校幼稚園PTA連絡協議会 理事
榊原　武文

17 市民公募 髙須　里美

17【 人数 】



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「碧南市人口ビジョン」及び「碧南市まち・ひと・しごと創生総合戦略」 概要版 

◆策定の経緯 
碧南市の人口は平成 27（2015）年 8 月末時点で 71,662 人であり、今後は国立社会保障・

人口問題研究所の推計値によると、25 年後の平成 52（2040）年には 65,707 人まで減少す

ると推計されています。また、年齢 3 区分別人口の推移をみてみると、平成 17（2005）年を

境に、生産年齢人口（15 歳～64 歳）が減少するとともに、老年人口（65 歳以上）が年少人口

（0 歳～14 歳）を上回り、平成 52（2040）年には老年人口の割合が 30.8％となると予測さ

れています。 

こうしたことから、人口減少・少子高齢化の問題は、本市においても例外ではなく、克服すべ

き問題として捉え、国が定めた「まち・ひと・しごと創生法」に基づき、「人口ビジョン」及び「ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下「総合戦略等」という。）を策定することとしました。 

策定に当たっては、国の長期ビジョン及び国の総合戦略、そして、愛知県の人口ビジョン及び

総合戦略を勘案しつつ、現在も実施している「進化し続けるための種まき」に関する施策展開を

基軸にして、策定を進めることとします。 

今回策定する総合戦略等は、安定した雇用の創出や結婚・出産・子育て施策等による人口減少

の克服や少子高齢化への的確な対応を目指して策定するものです。一方、市の行政運営やまちづ

くりの指針を示し、市の総合的な振興・発展を目的として策定されている市の総合計画とはそれ

ぞれ目的や含まれる政策の範囲が必ずしも同じではないことから、総合戦略等の策定にあたって

は、総合計画と整合を図り、総合計画を補強・補完するものとして位置づけることとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆「碧南市人口ビジョン」 
碧南市の人口は、平成 20（2008）年をピークに減少傾向となっています。人口増加のピー

ク前の平成 13（2001）年から平成 20（2008）年にかけて、土地区画整理事業等の宅地開発

などにより、人口の伸び率が急伸し、転入超過（社会増）となっていましたが、その後のリーマ

ンショックの影響などで特に外国人の転出が続いたことにより人口が減少し、転出超過の傾向と

なっています。 

人口の「移動」について、転入元、転出先の傾向としては、西尾市や安城市など同じ西三河地

域の近隣自治体への転入転出が比較的多くなっています。なお、転入転出ともに、「仕事」を理由

に移動する人が多く、「仕事」の他では、20 歳代後半から 30 歳代にかけての「結婚」といった

理由で市外へ転出する人も多くなっています。また、通勤や通学による流入流出についても、転

入転出と同様に、同じ西三河地域の近隣自治体への流入流出が比較的多くなっています。 

一方、「出生」について、合計特殊出生率は、全国平均や県平均よりは高いものの、近隣自治体

が近年増加傾向となっている中でほぼ横ばいとなっているとともに、出生数についても減少傾向

にあります。 

これらのことを踏まえ、人口の減少傾向に歯止めをかけ、活力あるまちを維持するために、「碧

南市人口ビジョン」において、長期的には平成 72（2060）年の人口で 70,000 人維持という

将来目標を設定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜総合計画と人口ビジョン・創生総合戦略の関係性＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜人口の将来展望＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※社人研：国立社会保障・人口問題研究所 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本目標１】しごとづくり 

 

 

 

 

 

 

 

【基本目標２】新しい人の流れづくり 

 

 

 

 

 

 

 
 

【基本目標３】結婚・出産・子育て環境づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本目標４】元気あふれる地域づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

数値目標 基準値 目標値

就業者数（時点）
38,493人

（H22年10月）
38,500人

（H32年10月）

新規起業・開業数（年間）
67社

（H26年度）
70社

（H31年度）

数値目標 基準値 目標値

転入超過数（年間）
-17人

（H26年度）
70人

（H31年度）

観光入込客数（年間）
2,481,459人
（H26年度）

2,500,000人
（H31年度）

数値目標 基準値 目標値

婚姻数（年間）
336組
（H26年）

370組
（H31年）

出生数（年間）
591人
（H26年）

634人
（H31年）

合計特殊出生率
1.63

(H20-H24年)
H42年までに
1.8を目標

「碧南市人口ビジョン」及び「碧南市まち・ひと・しごと創生総合戦略」 概要版 

◆「碧南市まち・ひと・しごと創生総合戦略」 
「まち・ひと・しごと創生総合戦略」では、本市の現状及び人口ビジョンを踏まえ、安定した

雇用の創出、結婚・出産・子育て環境の充実など、人口減少に関する課題に的確に対応するため

に、以下の４つの基本目標を掲げ、これらを実現するための具体的施策に取り組んでいきます。 

 

基本目標１：しごとづくり 

本市の特徴でもある製造業を中心とした産業集積を活かし、革新的な技

術の創出や成長産業への展開を促進するとともに、衣浦港を拠点とした物

流機能を強化することで、生産性・利便性の向上を図ります。また、農水

産業の競争力の強化を進め、幅広く質の高い「しごと」を創出し、安定的

な雇用を生み出します。 

 

基本目標２：新しい人の流れづくり 

本市が持つ独自の魅力を磨き上げ、効果的に発信し、認知度を高めます。

それにより、人を呼び込む流れをつくります。 

 

基本目標３：結婚・出産・子育て環境づくり 

若い世代や女性が輝ける場の拡大を図るとともに、結婚の意志がある若

者をサポートし、夫婦が希望する時期に安心して子どもを産み、育むこと

ができる環境をつくります。 

 

基本目標４：元気あふれる地域づくり 

誰もが健康で安心して暮らせる環境づくりを進めるとともに、地域の人

材を活かし、元気あふれる地域づくりを進めます。また、近隣市等との広

域事業を推進し、市民の利便性の向上を目指します。 

 

 

具体的な施策については、その基本的な考え方と主な事業や取組みに併せて、取組みの進捗を

評価し、的確な進行管理を図るため、施策の項目ごとに重要業績評価指標（ＫＰＩ：Key 

Performance Indicator の略）を設定しています。 

なお、基本目標の数値目標及び重要業績評価指標（ＫＰＩ）の目標値は、原則として、総合戦

略の計画期間終了年度である平成 31 年度としております。また、基準値においては、現状値を

記載しており、原則として、平成 26 年度の数値を記載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

（施策の展開） 

  企業留致・誘致、販路拡大、産業防災力の強化、産業基盤の充実 

（主な重要業績評価指標：ＫＰＩ） 

  企業訪問数、支援した企業が新たに獲得した取引先件数、避難マニュアル作成完了エリアなど 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（施策の展開） 

碧南ブランド力の向上、観光強化、移住・定住の促進、住環境の整備 

（主な重要業績評価指標：ＫＰＩ） 

  ふるさと寄附金パートナー企業数、市内宿泊者数、新築家屋課税戸数 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（施策の展開） 

  結婚・出産・子育て環境の整備、子どもが学ぶ環境の充実 

（主な重要業績評価指標：ＫＰＩ） 

  支援した交流イベント等の開催数、不妊治療助成件数、学校生活の満足度 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（施策の展開） 

  健康寿命の延伸、スポーツの振興、市民協働の推進、広域連携の推進 

（主な重要業績評価指標：ＫＰＩ） 

  老人クラブ会員数、スポーツ施設の満足度、ボランティア登録団体数 など 

 

 

 

 

 

数値目標 基準値 目標値

保健・医療に関する満足度
70.4%

（H26年度）
75.0%

（H31年度）

市民協働に関する満足度
62.0%

（H26年度）
70.0%

（H31年度）

スポーツに関する満足度
67.3%

（H26年度）
80.0%

（H31年度）



碧南市まち・ひと・しごと創生総合戦略の更なる推進に向けて

本市の特徴でもある製造業を中心とした産業集積を活かし、革新的な技術の創出や成長産業への展開を促進す
るとともに、衣浦港を拠点とした物流機能を強化することで、生産性・利便性の向上を図ります。また、農水産業の競
争力の強化を進め、幅広く質の高い「しごと」を創出し、安定的な雇用を生み出します。

１ 主な事業と概要（新規・拡充）

２ 総合戦略を推進するための新しい組織体制
(1) 工業用地の確保と積極的な資産活用を検討する資産活用課を総務部に新設
資産活用課では、新たな工業用地の確保に向けた検討を本格的に行い、また、市有地等で未利用となって

いる土地の活用方法について検討します。
(2) 商工課に企業誘致を推進する係を新設
企業の様々な支援を行う企業応援係に加え、企業誘致係を新設し、企業誘致の強化、産業立地対策を推進

します。

基本目標１：しごとづくり

主な事業 概要

中小企業ＩＴ活用促進事業【新規】 市内に主たる事業所を有する中小企業のＩＴ化を支援することで、雇用の確保及び販路拡大並び
に生産性等の向上を促進し、もって地域経済の健全な発展に資する。

若手経営者育成事業補助事業【新規】 商工会議所の新たな取り組みとしての「若手経営者育成事業」へ補助することにより本市の次世
代事業者の育成、事業基盤の強化等を図る。

本市が持つ独自の魅力を磨き上げ、効果的に発信し、認知度を高めます。それにより、人を呼び込む流れをつくり
ます。

１ 主な事業と概要（新規・拡充）

２ 総合戦略を推進するための新しい組織体制
(1) 秘書情報課の広報統計係を広報戦略係とし、市内外へPRを強化
ふるさと応援寄附金での情報発信、若手職員のプロジェクトチーム等により、シティプロモーションを強化します。

(2) 商工課の係を観光による地場産業の振興強化を図るために再編
商工係と労政観光係を統合し、商工観光係とすることで、地場産業を活かした観光事業を企画し、対外的な情
報発信力を強化します。

基本目標２：新しい人の流れづくり

主な事業 概要

醸造のまち碧南継承事業【新規】 地場産業である醸造に関する講座等を開催し、碧南の醸造品への理解を深めるとともに、
次世代への継承を図る。

竜の子街道プロジェクト推進事業【新規】 平成２８年度に着手した「竜の子街道プロジェクト」を継続的に推進するため、竜の子街道
広域観光推進協議会への負担金を支出する。

花まつりプロジェクト推進事業【新規】 毎年恒例の観光行事として開催している三大花まつりについて、開催内容を再構築すると
ともに、実施主体を専門の事業者へ委託することにより、三大花まつりの活性化及び事務
の合理化を図る。

観光案内表示板充実事業【新規】 地域において語り継がれているような伝聞や伝承について、観光の視点からの案内表示
板を設置することにより、市内の歴史、文化等の観光資源の魅力を市内外に積極的にＰＲ
する。

「住もまい！へきなん」ＰＲ動画作成事業【拡充】 本市の産業や観光地を紹介するドラマ仕立ての動画を作成し、市ホームページ及び動画
投稿サイトで配信することにより、本市への移住・定住の促進を図る。

碧南緑地スポーツ施設整備事業【新規】 碧南緑地をスポーツの拠点とするため、スポーツ施設の整備をする。

防犯灯・道路灯LED化促進事業【新規】 LED化により電気料の削減、寿命延長及び二酸化炭素の排出抑制を図る。

空家等対策計画策定事業【新規】 空家等への対策を総合的かつ計画的に実施するための計画を策定する。

若い世代や女性が輝ける場の拡大を図るとともに、結婚の意志がある若者をサポートし、夫婦が希望する時期に
安心して子どもを産み、育むことができる環境をつくります。

１ 主な事業と概要（新規・拡充）

２ 総合戦略を推進するための新しい組織体制
(1) 発達障害児対策の充実を図るため、福祉課に発達支援係を新設
福祉課に発達支援係を新設し、にじの学園をこども課から福祉課に移管することにより、児童発達ネットワー
ク事業の円滑な推進を図ります。

基本目標３：結婚・出産・子育て環境づくり

主な事業 概要

不妊治療助成事業【拡充】 不妊症で悩んでいる夫婦に対し、一般不妊治療・人工授精の費用助成の拡大(全額助成）及び、
特定不妊治療(体外受精・顕微授精）に係る費用の一部を助成をする。

児童発達支援ネットワーク事業【新規】 子どもの発達について支援者に対し専門的なスキルを習得させ、また各機関をつなぐネット
ワーク機能を担うことで、ライフステージをつなぐ一貫した支援を継続させる。

放課後児童健全育成事業【拡充】 児童クラブ入所希望者の増加に対応するため、児童クラブの整備を行う。

教員研修充実事業【新規】 教職員の資質能力の向上のため、市の教員研修室を設置して専門的な職員を配置し、充実し
た研修を計画的に実施する。

日本語教育支援充実事業【拡充】 日本語教育が必要な来日直後の児童に対し、日本生活に適応するために行う支援について、
対象児童の増加に伴い拡充する。

誰もが健康で安心して暮らせる環境づくりを進めるとともに、地域の人材を活かし、元気あふれる地域づくりを進め
ます。また、近隣市等との広域事業を推進し、市民の利便性の向上を目指します。

１ 主な事業と概要（新規・拡充）

基本目標４：元気あふれる地域づくり

主な事業 概要

碧南緑地スポーツ施設整備事業【新規】 碧南緑地をスポーツの拠点とするため、スポーツ施設の整備をする。

医療介護ICT導入事業【新規】 在宅の療養者に対して切れ目の無い医療・介護サービスを提供するため、サービス提供者間
の情報共有ツールとしてICTを導入する。

筋トレルーム６０運営事業【拡充】 筋トレルーム６０（高齢者向けの筋力トレーニング施設）をあおいパークに増設し、高齢者の運
動機能の維持・向上を図り、健康寿命の延伸、介護予防を目指す。

【事務局】 総務部経営企画課政策推進係

碧南市では、平成３０年度に市制７０周年を迎えます。節目となるこの年度においては、市制施行を記念する事業を予定しており、事業の実施に際し、総合戦略の考え方を念頭におくことを基本的な方針
としております。市民が市の魅力を改めて認識し、市への愛着を持つ。全国での碧南市の知名度が向上し、碧南市に来る人が増える。若者が様々な分野で挑戦し、活躍できるチャンスをつくる。そして、次
の世代も活気にあふれ、安心して豊かに暮らすことができる。常に進化しつづけるまち碧南を目指し、今後も市政運営を行ってまいります。

平成２８年度第２回

碧南市まち・ひと・しごと
創生総合戦略会議資料
（平成２９年１月２０日）



 

 

 

 碧南市まち・ひと・しごと創生総合戦略の更なる推進に向け、総合戦略に掲げた基本目

標の分野に関し、平成３０年度より以下の事業を実施してまいります。 

 

基本目標１：しごとづくり 

 主な事業と概要（新規・拡充） 

主な事業 概要 

企業防災力向上研修支援補助事業

【拡充】 

防災リーダーとなりうる消防団員を推薦する企業への

補助に加え、個人事業主にも補助対象を拡大 

中小企業出展料補助事業【新規】 中小企業の人材確保及び販路拡大への支援として合同

企業説明会や見本市等に出展する費用の補助 

創業チャレンジ事業【新規】 市内で新たに創業する者に対する初期投資費用の補助 

中小企業ＩＴ活用促進事業【拡充】 IoT補助に加え、インターネット求人にも補助を拡大 

緊急輸送道路対策事業【拡充】 第３次緊急輸送道路である市道港南１号線の舗装改良 

 

基本目標２：新しい人の流れづくり 

 主な事業と概要（新規・拡充） 

主な事業 概要 

ホームページリニューアル事業 

【新規】 

碧南市のホームページを訪れた人が簡単に欲しい情報

を入手できる仕組みの構築 

名鉄碧南駅西駅前広場整備事業 

【新規】 

名鉄碧南駅駅舎建て替えに併せ、ロータリーの混雑解消

などを目的とした駅前広場の整備 

ふれんどバス運行事業【拡充】 終点を名鉄碧南駅から碧南高校へ延伸予定（平成 30 年

4月 1日より） 

 

基本目標３：結婚・出産・子育て環境づくり 

 主な事業と概要（新規・拡充） 

主な事業 概要 

早期療育親子支援事業【新規】 就園前の子どもの発達に不安を持つ保護者とその子ど

もによる小集団の遊びを通じた親子の関わり方支援 

病児・病後児保育事業【新規】 市内小児科クリニックへの病児保育事業運営委託 

 

基本目標４：元気あふれる地域づくり 

 主な事業と概要（新規・拡充） 

主な事業 概要 

筋トレルーム６０運営事業【拡充】 東部プラザ・あおいパークにある高齢者向けの筋力トレ

ーニング施設を水上スポーツセンターにも増設 

 

碧南市まち・ひと・しごと創生総合戦略の更なる推進に向けて 

平成２９年度第２回碧南市まち・ひと・しごと創生総合戦略資料（平成３０年１月２３日） 



 

 

 

 碧南市まち・ひと・しごと創生総合戦略の更なる推進に向け、総合戦略に掲げた基本目

標の分野に関し、以下の事業を実施してまいります。 

 

基本目標１：しごとづくり 

 主な事業と概要（新規・拡充） 

主な事業 概要 

中小企業ＩＴ活用促進事業【拡充】 IoT 補助インターネット求人補助に加え、電子決済機

器導入にも補助を拡大した。 

水田農業経営効率化等推進事業

【新規】 

水田農業経営の効率化及び近代化を推進し、水田農業

における収益力の向上及び経営コストの削減を図ると

ともに、代かきによらない水稲栽培技術等の普及を推

進し、代かき時の河川等への濁水流出の軽減を図る。 

 

基本目標２：新しい人の流れづくり 

 主な事業と概要（新規・拡充） 

主な事業 概要 

北部工業用地道路網の検討【新規】 都市計画マスタープランの改定において位置付ける市

街化調整区域の工業地について、必要な道路網等の検

討を行い、計画的な土地利用を図る。 

(都)碧南駅前線整備事業【新規】 道路交通の安全と利便性を確保するとともに、道路景

観など地域の魅力を高め、地域内外と来訪者の交流を

促進し地域の活性化を図るため、（都）碧南駅前線の整

備を行う。 

碧南スケートボードパーク整備事

業【新規】 

港南緑地の既存の親水施設を活用してスケートボード

場を整備し、緑地の活性化、交流人口の増加を図る。 

山下地区市街地整備検討事業【新

規】 

北部工業地の確保にあわせた定住促進対策として、山

下地区における新たな住宅地整備を検討する。 

市民病院の設備更新及び病棟改修

事業【新規】 

昭和６３年の開院より３０年余りが経過し、設備の老

朽化が進んでいることから施設の長寿命化を図るた

め、市民病院の機能を高めることを目標として設備更

新及び入院病棟の大規模な改修を行う。 

海浜水族館リニューアル事業【新

規】 

老朽化が進む海浜水族館の魅力を維持し、楽しみなが

ら学べる教育活動や市民の憩いの場としての機能に加

え、希少種の保護・啓発のため、ビオトープを整備す

る。 

碧南市まち・ひと・しごと創生総合戦略の更なる推進に向けて 

平成３０年度第２回碧南市まち・ひと・しごと創生総合戦略会議資料（平成３１年１月３１日） 



美術館改修事業【新規】 施設の経年劣化による長寿命化対策、施設規模に合わ

せた適法化対策、美術館の魅力維持の対策を講じるた

め、収蔵庫等増設工事による臨時休館期間を利用した

改修工事等を行う。 

 

 

基本目標３：結婚・出産・子育て環境づくり 

 主な事業と概要（新規・拡充） 

主な事業 概要 

幼稚園小学校中学校空調設置事業

【新規】 

近年の夏季平均気温の上昇に伴い、児童・生徒の衛生

環境及び学習環境に影響が出ているため、幼稚園小学

校中学校の教室等へエアコンを設置する。 

私立保育園等園舎整備補助事業

【新規】 

多様化する保育ニーズへの対応や待機児童数ゼロ

を維持するため、新設する民間保育園等の園舎整備

に対し補助する。 

小学校英語専科事業【新規】 児童への専門的できめ細やかな指導により、確かな英

語の学力の定着を図るため、小学校５・６年生を対象

に、必要な学校に対して小学校英語専科非常勤講師を

配置する。 

 

基本目標４：元気あふれる地域づくり 

 主な事業と概要（新規・拡充） 

主な事業 概要 

高齢者安全運転支援事業【新規】 高齢者による運転事故の防止と事故被害の軽減を図る

ことを目的に、衝突被害軽減ブレーキ等を搭載した自

家用車の購入費用の一部を補助する。 

 

 



碧南市まち・ひと・しごと創生総合戦略進捗状況

　　　　　碧南市人口ビジョンにおける将来目標人口（2060年まで70,000人維持）の実現に向け、平成27年度から

　　　　平成31年度までの基本目標や重要業績評価指標（KPI）について碧南市まち・ひと・しごと創生総合戦略で

　　　　定めたが、PDCAサイクルにより施策・事業の効果を検証し、改善を図ることが重要とされているため、各年

　　　　実績値を取りまとめ、進捗状況として報告する。

　　　　※平成31年3月31日現在進捗状況

基本目標１：しごとづくり

１　数値目標
項目 基準値 H27年度実績 H28年度実績 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 目標値

就業者数（時点）
38,493人

（H22年10月）
38,288人

次回実績は
R2発表

次回実績は
R2発表

次回実績は
R2発表

38,500人
（R2年10月）

新規起業・開業数（年間）
65社

（H26年度）
59社 65社 68社 75社

70社
（R1年度）

２　重要業績評価指標（ＫＰＩ）
①企業誘致・留致

項目 基準値 H27年度実績 H28年度実績 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 目標値

企業訪問数（年間）
120社

（H26年度）
100社 187社 147社 157社

150社
（R1年度）

「へきなん企業応援Ｎａｖｉ」ホー
ムページの閲覧回数（年間）

－ 1,345件 5,158件 6,186件 9,511件
4,680件
（R1年度）

②販路拡大
項目 基準値 H27年度実績 H28年度実績 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 目標値

支援した企業が新たに獲得した
取引先件数（累計）

－ 151社 407社 574社 936社
50社

（R1年度）

③産業防災力の強化
項目 基準値 H27年度実績 H28年度実績 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 目標値

避難マニュアル作成完了エリア
（累計）

－ 1箇所 4箇所 4箇所 4箇所
臨海部全ｴﾘｱ

(4箇所)
（R1年度）

市が管理する緊急輸送道路の
空洞調査及び舗装改良の延長
（累計）

－ 0ｋｍ 4.3ｋｍ 4.7ｋｍ 5.1km
11.8km

（R1年度）

④産業基盤の充実
項目 基準値 H27年度実績 H28年度実績 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 目標値

償却資産新規取得補助対象の
総取得価額（年間）

3,457,245
千円

（H26年度）

4,292,232
千円

6,113,400
千円

5,058,561
千円

6,033,819
千円

4,000,000
千円

（R1年度）

認定農業者および認定新規就
農者数（年間）

169名
（H26年度）

173名 170名 172名 172名
183名

（R1年度）

農業経営基盤整備支援事業の
申請者数（年間）

－ 25名 23名 27名 24名
25名

（R1年度）



基本目標２：新しい人の流れづくり

１　数値目標
項目 基準値 H27年度実績 H28年度実績 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 目標値

転入超過数（年間）
-17人

（H26年）
103人
(H27年)

616人
(H28年)

706人
(H29年)

942人
(H30年)

70人
（R1年）

観光入込客数（年間）
2,481,459人
（H26年度）

2,710,436人 2,540,091人 2,770,691人 2,652,886人
2,500,000人
（R1年度）

２　重要業績評価指標（ＫＰＩ）
①碧南ブランド力の向上

項目 基準値 H27年度実績 H28年度実績 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 目標値

ふるさと寄附金パートナー企
業数（年間）

18社
（H26年度）

31社 42社 48社 68社
43社

（R1年度）

ふるさと寄附金謝礼品目数
（年間）

25品目
（H26年度）

51品目 96品目 116品目 193品目
80品目

（R1年度）

②観光強化
項目 基準値 H27年度実績 H28年度実績 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 目標値

市内宿泊者数（年間）
103,695人
（H26年度）

120,043人 117,466人 113,112人 113,333人
120,000人
（R1年度）

観光協会ホームページの閲
覧回数（年間）

87,839件
（H26年度）

102,916件 96,806件 94,024件 90,195件
138,000件
（R1年度）

全国規模のスポーツ大会実
施件数と動員人数（年間）

1件1,200人
（H26年度）

2件
選手280人
観客600人

4件
選手255人
観客2,470人

4件
選手255人
観客2,970人

6件
選手400人
観客2,700人

3件4,350人
（R1年度）

③移住・定住促進
項目 基準値 H27年度実績 H28年度実績 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 目標値

新築家屋（住宅）課税戸数
（年間）

558戸
（H26年）

349戸
（Ｈ27年）

426戸
（Ｈ28年）

444戸
（Ｈ29年）

409戸
(H30年)

600戸
（R1年）

「住もまい！へきなん」ＰＲ動
画の閲覧数（累計）

－ 24,000回 32,000回 35,700回 37,500回
30,000回
（R1年度）



④住環境の整備
＜安心安全なまちづくり＞

項目 基準値 H27年度実績 H28年度実績 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 目標値

犯罪発生件数（年間）
552件

（H26年）
484件

（Ｈ27年）
486件

（Ｈ28年）
444件

（Ｈ29年）
381件
(H30年)

500件
（R1年）

道路後退用地取得延長（累
計）

2,833m
（H26年度）

3,725ｍ 4,788ｍ 5,878ｍ 7,375ｍ
4,780m

（R1年度）

雨水貯留施設（浸水対策）整
備（累計）

5,229㎥
（H26年度）

平成30年度よ
り着手予定

平成30年度よ
り着手予定

令和元年度
施工予定

令和元年度
施工予定

5,929㎥
（R1年度）

家庭用雨水貯留浸透施設補
助件数（累計）

192戸
（H26年度）

199戸 204戸 212戸 218戸
288戸

（R1年度）

＜快適な住環境＞
項目 基準値 H27年度実績 H28年度実績 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 目標値

スマートハウス設備整備設置
費補助件数（累計）

1,378件
(H26年度)

1,573件 1,759件 1,986件 2,199件
2,400件
(R1年度)

公共下水道整備率
67.6%

（H26年度）
69.8% 71.7% 74.2% 76.2%

78.3%
（R1年度）



基本目標３：結婚・出産・子育て環境づくり

１　数値目標
項目 基準値 H27年度実績 H28年度実績 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 目標値

婚姻数（年間）
336組

（H26年）
325組
(H27年)

336組
(H28年)

367組
(H29年)

令和元年10
月頃に数値

発表

370組
（R1年）

出生数（年間）
591人

（H26年）
580人
(H27年)

549人
(H28年)

552人
(H29年)

令和元年10
月頃に数値

発表

634人
（R1年）

合計特殊出生率
1.63

(H20-H24年)
次回実績は
Ｈ25-29発表

次回実績は
Ｈ25-29発表

次回実績は
Ｈ25-29発表

次回実績は
Ｈ25-29発表

R12年までに
1.8を目標

２　重要業績評価指標（ＫＰＩ）
①結婚・出産・子育て環境の整備
＜結婚＞

項目 基準値 H27年度実績 H28年度実績 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 目標値

支援した交流イベント等の開
催数（年間）

1回
（H26年度）

1回 0回 0回 1回
5回

（R1年度）

市が開催した交流イベント等
の開催数（年間）

- 1回 1回 1回 1回
3回

（R1年度）

＜出産＞
項目 基準値 H27年度実績 H28年度実績 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 目標値

不妊治療助成件数(一般）（年
間）

50件
（H26年度）

73件 70件 60件 62件
80件

（R1年度）

＜子育て＞
項目 基準値 H27年度実績 H28年度実績 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 目標値

保育園待機児童数（年間）
0人

（H26年度）
0人 0人 0人 0人

0人
（R1年度）

児童クラブ待機児童数（年
間）

0人
（H26年度）

0人 0人 0人 0人
0人

（R1年度）

愛知ファミリー・フレンドリー企
業の登録数（年間）

15社
（H26年度）

15社 15社 15社 15社
20社

（R1年度）

②子どもが学ぶ環境の充実
項目 基準値 H27年度実績 H28年度実績 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 目標値

学校生活の満足度
（市政アンケート結果）

66.5%
（H26年度）

66.0% 66.3% 64.7% 62.4%
70.0％

（R1年度）



基本目標４：元気あふれる地域づくり

１　数値目標
項目 基準値 H27年度実績 H28年度実績 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 目標値

保健・医療に関する満足度
（市政アンケート結果）

70.4%
（H26年度）

73.1% 73.1% 73.9% 70.5%
75.0%

（R1年度）

市民協働に関する満足度
（市政アンケート結果）

62.0%
（H26年度）

66.1% 64.7% 62.4% 61.5%
70.0%

（R1年度）

スポーツに関する満足度
（市政アンケート結果）

67.3%
（H26年度）

67.8% 68.8% 66.5% 68.7%
80.0%

（R1年度）

２　重要業績評価指標（ＫＰＩ）
①健康寿命の延伸

項目 基準値 H27年度実績 H28年度実績 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 目標値

筋トレルーム６０（旧貯筋ルー
ム）利用者数（年間）

16,692人
（H26年度）

20,981人 21,544人 31,059人 29,826人
37,500人
（R1年度）

老人クラブ会員数（年間）
7,315人

（H26年度）
7,354人 7,323人 7,333人 7,268人

7,500人
（R1年度）

高齢者入浴等施設利用券使
用者数（年間）

181,525人
（H26年度）

181,520人 200,309人 208,578人 210,036人
270,000人
（R1年度）

②スポーツの振興
項目 基準値 H27年度実績 H28年度実績 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 目標値

週１回以上スポーツを行って
いる市民の割合
（市政アンケート結果）

35.8％
（H26年度）

32.5% 30.2% 31.1% 34.4%
47.9％

（R1年度）

スポーツ施設の満足度
（市政アンケート結果）

17.8％
（H26年度）

14.2% 12.0% 14.5% 15.2%
23.9％

（R1年度）

③市民協働の推進
項目 基準値 H27年度実績 H28年度実績 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 目標値

市民活動センターでの人材バ
ンクの登録者数（累計）

56人
（H26年度）

64人 66人 68人 56人
80人

（R1年度）

ボランティア登録団体数
（累計）

158団体
（H26年度）

180団体 204団体 231団体 250団体
220団体
（R1年度）

地域まちづくり組織(準備組織
を含む)の数（累計）

1団体
（H26年度）

1団体 2団体 3団体 3団体
4団体

（R1年度）

④広域連携の推進
項目 基準値 H27年度実績 H28年度実績 H29年度実績 H30年度実績 R1年度実績 目標値

名鉄三河線利用者数（年間）
4,345,768人
（H26年度）

4,485,139人 4,505,831人 4,653,724人 4,699,043人
4,500,000人
（R1年度）



地方団体
起業家

応援したい起業家（事業）を
選択してふるさと納税

ふるさと納税を財源に補助

ふるさと起業家支援プロジェクト

 地方団体による地域の起業支援を促すとともに、ふるさと納税の仕組みを活用して地域の外から資金
を調達することによって、地域経済の好循環の拡大を図る。

 ふるさと納税を活用する事業の内容を具体的に明示して、ふるさと納税を募集することを通じて、寄附
文化の醸成を図る。

 地方団体は、クラウドファンディング型ふるさと納税を活用し、地域課題の解決に資する事業を立ち上げ
る起業家に対し、事業に共感する方からふるさと納税を募り、補助を行う。

 起業家は、寄附者を「ふるさと未来投資家」として位置付け、支援先の事業に継続して関心をもってもらうた
めの工夫を行う。具体的には、ふるさと納税の趣旨に沿った範囲内で、定期的な事業報告を行うほか、自社
製品の試供品等の送付、事業所見学への招待、起業が成功した際の新製品の贈呈等が考えられる。

 総務省は、起業家の事業立ち上げの初期投資に要する経費について、地方団体がふるさと納税を財
源に補助する金額を超えない範囲で行う補助等に対して特別交付税措置により支援。

寄附者

（例）定期的な事業報告を行うほか、自社製品の試供品等の送付、
事業所見学への招待、起業が成功した際の新製品の贈呈等

ふるさと納税を財源に補助する金額を
超えない範囲で地方団体が上乗せ補助

目的

概要

特別交付税措置（総務省）イメージ図

支援先の事業に継続して関心をもってもらうための工夫

※上記の実施内容については、起業家の創意工夫に委ね、事業内容の魅力とともに競い合っていただく。

（ふるさと未来投資家）
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「ふるさと納税を活用した地域における起業支援及び地域への移住・定住の推進について」（抜粋）

① プロジェクトを周知するとともに、起業家を募集【地方団体】
※ 起業家の募集にあたっては、ウェブサイトや広報誌等において呼び掛けるだけでなく、これまでの各団体における産業支援施策での知見を活かしつつ、個
別に起業を志す者の掘り起こしを行うなどの取組が効果的であると考えられる。また、事業分野を限定せずに募集する方法のほか、地域の課題解決に資する
事業分野を示して募集するなど、事業分野を限定して募集する方法も考えられる。

② 事業内容及び「支援先の事業に継続して関心を持って貰うための工夫（※）」の内容を地方団体に提案【起業家】
※ 実施内容については、起業家の創意工夫に委ね、事業内容の魅力とともに競い合っていただく。具体的には、ふるさと納税の趣旨に沿った範囲内で、定
期的な事業報告を行うほか、自社製品の試供品等の送付、事業所見学への招待、起業が成功した際の新製品の贈呈等が考えられる。（なお、事業報告につ
いては必ず行うものとする。）

③ 提案のあった起業家の事業について審査【地方団体】
※ 事業審査については、外部有識者を交えて行うことが考えられる。審査項目としては、事業の公益性や採算性、地域の課題解決への寄与度、定期的なふ
るさと未来投資家への事業報告の有無、自社製品の送付等がふるさと納税の趣旨に沿ったものであるか等が考えられる。また、地方団体は、審査を経て起業
支援の対象となった起業家に対し、事業内容の充実に係る指導・助言、研修等を実施することが効果的であると考えられる。

④ 審査を経て支援対象となった起業家の事業について、クラウドファンディング型のふるさと納税として、クラウドファンディングサイトやふ
るさと納税ポータルサイト等を通じてふるさと納税を募集【地方団体】

※ 募集にあたっては、
・募集期間 ・目標金額を設定する場合は目標金額や目標金額に達しない場合の取り扱い ・事業に継続して関心を持っていただくための工夫内容
・地方団体が上乗せして補助することとしている場合はその旨 ・ふるさと未来投資家の個人情報を起業家へ提供する場合はその旨

を明らかにすること。
なお、今後、総務省において、本プロジェクトに係る「特設サイトの開設」や案件の掘り起こし等について協力していただけるクラウドファンディングサイト及び

ふるさと納税ポータルサイトの運営事業者（以下、「協力事業者」という。）の情報をとりまとめて、追って各地方団体へ周知する予定である。

⑤ 応援したい起業家（事業）を選択してふるさと納税【ふるさと未来投資家】

⑥ ふるさと納税を財源に起業家へ補助
あわせて、ふるさと納税を財源に補助する金額に上乗せして各地方団体が独自に補助を行う場合には、当該補助の実施【地方団体】

※ 地方団体が、ふるさと納税を財源として補助する金額に上乗せして補助する（いわゆるマッチングギフト的な補助）。地方団体として、当該起業を支援する
意思を明確にすることにより、起業家にとってはふるさと未来投資家の支援のみに頼ることなく、より円滑に必要な資金を調達できること、ふるさと未来投資家
にとっては対象事業について地方団体としても支援の意思があることがわかりやすく、対象事業に対する自らの支援がより大きな効果を生み出すことを実感
できると考えられる。（当該上乗せ補助に対しては、特別交付税措置を（略）講じる予定であるので、積極的にご活用いただきたい。）

⑦調達した資金を用いて事業を実施するとともに、「支援先の事業に継続して関心を持ってもらうための工夫（前記②参照）」を実施【起業家】

⑧ 地方団体からの補助に係る事業報告を地方団体へ行う【起業家】

⑨ ウェブサイトや広報誌等においてふるさと納税の活用状況を公表【地方団体】

ふるさと起業家支援プロジェクト

（平成29年10月27日付け総行政第２３８号、総税市第８７号）
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碧南市ふるさと起業家支援事業 認定企業の状況報告 

  

 平成２９年度第２回まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議（平成３０年１月２３日開催）に

おいて、ふるさと企業家支援事業として２社認定いただいております。 

 その２社については、平成３０年４月１日から平成３１年１月３１日までポータルサイトにてふ

るさと納税による寄附を募集し、その結果は以下のとおりです。 

 

(1) ＰＤエアロスペース株式会社 

 

碧南市役所窓口に直接３００，０００円の寄附があったため、合計は５，２６１，８９４円です。 

※宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）は、宇宙イノベーションパートナーシップとして、事業意

思のある民間事業者等と共同で新たな発想の宇宙関連事業の創出を目指す新しい研究開発プロ

グラムを実施しており、ＰＤエアロスペース株式会社はこのパートナー企業（有翼サブオービタ

ル事業）に選定されています。（現在、パートナー企業は６社が選定されています。） 

参考ＵＲＬ： http://aerospacebiz.jaxa.jp/solution/j-sparc/ 

 

(2) 杉浦味淋株式会社 

 



２０１８

４年目

◎ライフステージに応じた
地方創生の充実・強化

◎国の総合戦略策定

スタートアップ

２０１４・２０１５

◎地方創生の新展開
とＫＰＩの総点検

中間年

２０１７

２０１９

５年目

◎第１期の総仕上げと
次のステージに向けて

２０１６

２年目

◎地方創生版

三本の矢創設
◎地方版総合戦略策定

・地域における若者の修学・就業の促進

－キラリと光る地方大学づくり－

・ＵＩＪターン等を促進するための

政策パッケージの策定

・ＵＩＪターン等を促進するため

の政策パッケージの着実な実行

・地方の魅力を高めるまちづくり

の推進

・次のステージにおける総合戦略

の検討

２０２０～２０２４

６年目～１０年目

第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」

第１期の検証

・ ４つの基本目標（KPI）

・ 地方創生推進交付金をはじめとした
財政、情報、人材支援策

・ 地方版総合戦略

・ まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」

以下について、検証を実施

第２期に向けた推進

従来の取組に加え、以下のテーマを中心に検討

等

・人材育成等・関係人口
（地域の担い手の掘り起こし・育成・活用等）

・ 稼げるしごとと働き方（人材ノウハウの地方への還流等）

・ 未来技術（Society 5.0等）

・ 少子化対策・全世代活躍まちづくり

第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定に関する有識者会議において検討

第１期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」

地方創生の次のステージ

等

第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」策定に向けて 資料３
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まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」と「総合戦略（2018改訂版）」概要

１．地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする

２．地方への新しいひとの流れをつくる

３．若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

４．時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する

（ア）生産性の高い、活力に溢れた地域経済実現に向けた総合的取組
（イ）観光業を強化する地域における連携体制の構築
（ウ）農林水産業の成長産業化
（エ）地方への人材還流、地方での人材育成、地方の雇用対策

（ア）政府関係機関の地方移転
（イ）企業の地方拠点強化等
（ウ）地方における若者の修学・就業の促進
（エ）子供の農山漁村体験の充実
（オ）地方移住の推進

（ア）少子化対策における「地域アプローチ」の推進
（イ）若い世代の経済的安定
（ウ）出産・子育て支援
（エ）地域の実情に即した「働き方改革」の推進（ワーク・ライフ・バランスの実現等）

（ア）まちづくり・地域連携
（イ）「小さな拠点」の形成（集落生活圏の維持）
（ウ）東京圏をはじめとした大都市圏の医療・介護問題・少子化問題への対応
（エ）住民が地域防災の担い手となる環境の確保
（オ）ふるさとづくりの推進
（カ）健康寿命をのばし生涯現役で過ごせるまちづくりの推進
（キ）温室効果ガスの排出削減と気候変動への適応を進める地域づくり
（ク）地方公共団体における持続可能な開発目標（SDGs）の達成に向けた取組の推進

Ⅰ.人口減少問題の克服
◎2060年に１億人程度の人口
を維持

◆人口減少の歯止め

・国民の希望が実現した場合の
出生率
（国民希望出生率）＝1.8

◆「東京一極集中」の是正

Ⅱ.成長力の確保
◎2050年代に実質GDP成長率

1.5〜２%程度維持
（人口安定化、生産性向上が
実現した場合）

中長期展望
（2060年を視野）

長期ビジョン

地方創生の深化に向けた施策の推進（政策パッケージ）

まち・ひと・しごと創生総合戦略（2018改訂版）（～2019年度）

情報支援（地域経済分析システム（RESAS））
人材支援（地方創生人材支援制度、地方創生カレッジ、プロフェッショナル人材事業）
財政支援（地方創生推進交付金、企業版ふるさと納税、まち・ひと・しごと創生事業費）

【地方創生版・三本の矢】
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総合戦略・基本方針と創生会議・閣議等
※ 2018年実績を基に記載。

第２期総合戦略策定に向けたスケジュール（見込み）

３

2019年6月頃 「まち・ひと・しごと創生基本方針2019」の閣議決定

2019年12月頃 第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の閣議決定

※ 国の第２期総合戦略を勘案し、地方公共団体において、
地方版総合戦略を策定。


